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入 札 公 告 

 

 

 

次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 し ま す 。 

 

 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ ８ 日  

 

 

                           国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

                               水 産 技 術 研 究 所  管 理 部 門 長  山 本  潤  

 

１ ． 調 達 内 容 

 

（ １ ） 調 達 件 名 及 び 数 量    八 代 海 自 動 観 測 ブ イ の 観 測 機 器 設 置 ・ 回 収 ・ 維 持 管 理 ・ 定 期

観 測 等 業 務   一 式  

 

（ ２ ） 調 達 仕 様    入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

（ ３ ） 履 行 期 間    自 ） 契 約 締 結 日  

                至 ） 令 和 ７ 年 １ ２ 月 １ ９ 日  

 

（ ４ ） 履 行 場 所    入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

（ ５ ） 入 札 方 法     落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 さ れ た 金 額 に 当 該  

金 額 の １ ０ ０ 分 の １ ０ に 相 当 す る 額 を 加 算 し た 金 額 （ 当 該  

金 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り  

捨 て た 金 額 ） を も っ て 落 札 価 格 と す る の で 、 入 札 者 は 、 消  

費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 課 税 事 業 者 で あ る か 免 税 事 業 者  

で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契 約 希 望 金 額 の １ １ ０ 分 の  

１ ０ ０ に 相 当 す る 金 額 を 入 札 書 に 記 載 す る こ と 。  

 

 

２ ． 競 争 参 加 資 格 

 

（ １ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 契 約 事 務 取 扱 規 程 （ 平 成 １ ３ 年 ４ 月 １ 日 付 け １

３ 水 研 第 ６ ５ 号 ） 第 １ ２ 条 第 １ 項 及 び 第 １ ３ 条 の 規 定 に 該 当 し な い 者 で あ る こ と 。  

 

（ ２ ） 令 和 ７ ・ ８ ・ ９ 年 度 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 競 争 参 加 資 格 又 は 全 省 統

一 資 格 の ｢ 役 務 の 提 供 等 契 約 ｣ の 業 種 「 調 査 ・ 研 究 ｣ で 「 Ａ 」 、 「 Ｂ 」 、 「 Ｃ 」 又 は 「 Ｄ 」

い ず れ か の 等 級 に 格 付 け さ れ て い る 者 で あ る こ と 。  

 

（ ３ ） 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 理 事 長 か ら 物 品 の 製 造 契 約 、 物 品 の 販 売 契 約 及  

び 役 務 等 契 約 指 名 停 止 措 置 要 領 に 基 づ く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で な い こ と 。  

た だ し 、 全 省 庁 統 一 資 格 に 格 付 け さ れ て い る 者 で あ る 場 合 は 、 国 の 機 関 の 同 様 の 指 名 停 止  

措 置 要 領 に 基 づ く 指 名 停 止 を 受 け て い る 期 間 中 で な い こ と 。  

 

（ ４ ） 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 ７ ７ 号 ） 第 ３ ２ 条  

第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 者 で な い こ と 。  

 

（ ５ ） 本 業 務 を 履 行 し う る 知 識 、 技 術 を 有 す る こ と を 証 明 し た 者 で あ る こ と 。  

 

（ ６ ） 仕 様 書 を 踏 ま え た 実 施 体 制 を 整 備 す る と 共 に 、 業 務 責 任 者 を 有 し て い る こ と を 証 明 し た

者 で あ る こ と 。  

 

 

３ ． 入 札 説 明 書 等 の 交 付 方 法      競 争 参 加 希 望 者 は 、 以 下 に よ り 入 札 説 明 書 等 （ 入 札 説 明

書 、 入 札 心 得 書 、 契 約 書 案 、 入 札 書 様 式 、 委 任 状 様 式 等 ）

の 交 付 を 受 け る こ と 。  

① 直 接 交 付  

長 崎 県 長 崎 市 多 以 良 町 １ ５ ５ １ － ８  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

水 産 技 術 研 究 所 管 理 部 門 管 理 課  

電  話  ０ ９ ５ － ８ ６ ０ － １ ６ ６ ２  

Ｆ Ａ Ｘ  ０ ９ ５ － ８ ５ ０ － ７ ７ ６ ７  

② 郵 送 に よ る 交 付  

封 書 に 「 八 代 海 自 動 観 測 ブ イ の 観 測 機 器 設 置 ・ 回 収 ・

維 持 管 理 ・ 定 期 観 測 等 業 務 入 札 説 明 書 希 望 」 と 記 入 し 、

返 信 用 封 筒 （ 角 ２ ） に ２ ５ ０ 円 切 手 を 貼 付 し 、 上 記 ①

あ て 郵 送 の こ と 。  

③ メ ー ル に よ る 交 付  

任 意 書 式 に 「 八 代 海 自 動 観 測 ブ イ の 観 測 機 器 設 置 ・ 回

収 ・ 維 持 管 理 ・ 定 期 観 測 等 業 務 入 札 説 明 書 メ ー ル に て

希 望 」 と 記 入 し 、 社 名 、 担 当 者 名 、 メ ー ル ア ド レ ス 、

電 話 番 号 を 記 載 の う え 、 上 記 ① あ て フ ァ ッ ク ス 送 信 す

る こ と 。  
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４ ． 入 札 説 明 会 の 日 時 及 び 場 所 等    仕 様 書 等 に 関 し 質 疑 が あ る 場 合 に は 、 令 和 ７ 年 ４ 月 ２ ５

日 ま で に 上 記 ３ ． あ て に メ ー ル （ ア ド レ ス は 入 札 説 明 書 に

記 載 ） 又 は フ ァ ッ ク ス に て 質 疑 を 行 う こ と 。 当 日 ま で の 質

疑 を 取 り ま と め 、 回 答 は 入 札 説 明 書 受 領 者 全 員 に 対 し て 行

う と と も に 当 機 構 の ホ ー ム ペ ー ジ に て 公 表 す る こ と に よ り

入 札 説 明 会 に 代 え る 。  

                  な お 、 当 該 日 以 降 に 質 疑 が 発 生 し た 場 合 も 随 時 受 け 付 け 、

同 様 に 対 応 す る 。  

                  た だ し 、 質 疑 内 容 に 個 人 に 関 す る 情 報 で あ っ て 特 定 の 個

人 を 識 別 し 得 る 記 述 が あ る 場 合 及 び 法 人 等 の 財 産 権 等 を 侵

害 す る お そ れ の あ る 記 述 が あ る 場 合 に は 、 当 該 箇 所 を 伏 せ

又 は 当 該 質 疑 を 公 表 せ ず 、 質 疑 者 の み に 回 答 す る こ と が あ

る 。  

 

 

５ ． 入 札 の 日 時 及 び 場 所 等   

 

（ １ ） 郵 便 に よ る 入 札 書 及 び     令 和 ７ 年 ５ 月 １ ９ 日  １ ７ 時 ０ ０ 分  

証 明 書 の 受 領 期 限 及 び      

    提 出 場 所           ３ ． ① に 同 じ 。  

 

（ ２ ） 開 札 の 日 時 及 び 場 所            令 和 ７ 年 ５ 月 ２ ０ 日  １ ４ 時 ３ ０ 分  

長 崎 県 長 崎 市 多 以 良 町 １ ５ ５ １ － ８  

国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構  

                   水 産 技 術 研 究 所  小 会 議 室  

 

 

６ ． そ  の  他  

 

（ １ ） 契 約 手 続 き に お い て  

使 用 す る 言 語 及 び 通 貨         日 本 語 及 び 日 本 国 通 貨 。  

 

（ ２ ） 入 札 保 証 金 及 び 契 約 保 証 金    免  除 。  

 

（ ３ ） 入 札 の 無 効      本 公 告 に 示 し た 競 争 参 加 資 格 の な い 者 の 提 出 し た 入 札  

書 及 び 入 札 に 関 す る 条 件 に 違 反 し た 入 札 書 は 無 効 と す る 。  

 

（ ４ ） 契 約 書 作 成 の 要 否       要 。  

 

（ ５ ） 落 札 者 の 決 定 方 法           予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 で 最 低 価 格 を も っ て 有 効 な 入 札

を 行 っ た 入 札 者 を 落 札 者 と す る 。  

た だ し 、 落 札 者 と な る べ き 者 の 入 札 価 格 に よ っ て は 、 そ

の 者 に よ り 当 該 契 約 の 内 容 に 適 合 し た 履 行 が な さ れ な い お

そ れ が あ る と 認 め ら れ る と き 、 又 は そ の 者 と 契 約 を 締 結 す

る こ と が 公 正 な 取 引 の 秩 序 を 乱 す こ と と な る お そ れ が あ っ

て 著 し く 不 適 当 で あ る と 認 め ら れ る と き は 、 予 定 価 格 の 制

限 の 範 囲 内 の 価 格 を も っ て 入 札 し た 他 の 者 の う ち 最 低 の 価

格 を も っ て 入 札 し た 者 を 落 札 者 と す る こ と が あ る 。  

 

（ ６ ） 競 争 参 加 者 は 、 入 札 の 際 に 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 の 資 格 審 査 結 果 通 知  

書 写 し 又 は 全 省 庁 統 一 資 格 の 資 格 審 査 結 果 通 知 書 写 し を 提 出 す る こ と 。  

 

（ ７ ） 詳 細 は 入 札 説 明 書 に よ る 。  

 

 

７ ． 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表  

 

（ １ ） 公 表 の 対 象 と な る 契 約 先  

次 の ① 及 び ② い ず れ に も 該 当 す る 契 約 先  

① 当 機 構 に お い て 役 員 を 経 験 し た 者 （ 役 員 経 験 者 ） が 再 就 職 し て い る こ と 又 は 課 長 相

当 以 上 の 職 を 経 験 し た 者 （ 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 ） が 役 員 、 顧 問 等
※ 注 １  

と し て 再 就

職 し て い る こ と  

② 当 機 構 と の 間 の 取 引 高 が 、 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の ３ 分 の １ 以 上 を 占 め て い る こ と

※ 注 ２
 

な お 、 「 当 機 構 」 と は 、 改 称 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 及 び 国 立 研 究 開

発 法 人 水 産 総 合 研 究 セ ン タ ー 、 統 合 前 の 独 立 行 政 法 人 水 産 大 学 校 を 含 み ま す 。  

※ 注 １  「 役 員 、 顧 問 等 」 に は 、 役 員 、 顧 問 の ほ か 、 相 談 役 そ の 他 い か な る 名 称 を 有 す る 者 で

あ る か を 問 わ ず 、 経 営 や 業 務 運 営 に つ い て 、 助 言 す る こ と 等 に よ り 影 響 力 を 与 え る と 認

め ら れ る 者 を 含 む 。  

※ 注 ２  総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 の 額 は 、 当 該 契 約 の 締 結 日 に お け る 直 近 の 財 務 諸 表 に 掲 げ ら れ

た 額 に よ る こ と と し 、 取 引 高 は 当 該 財 務 諸 表 の 対 象 事 業 年 度 に お け る 取 引 の 実 績 に よ る 。  

 

 

（ ２ ） 公 表 す る 情 報  

上 記 （ １ ） に 該 当 す る 契 約 先 に つ い て 、 契 約 ご と に 、 物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量 、 契

約 締 結 日 、 契 約 先 の 名 称 、 契 約 金 額 等 と 併 せ 、 次 に 掲 げ る 情 報 を 公 表 す る 。  
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① 当 機 構 の 役 員 経 験 者 及 び 課 長 相 当 職 以 上 経 験 者 （ 当 機 構 Ｏ Ｂ ） の 人 数 、 職 名 及 び 当

機 構 に お け る 最 終 職 名  

② 当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

③ 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 に 占 め る 当 機 構 と の 間 の 取 引 高 の 割 合 が 、 次 の 区 分 の い ず れ

か に 該 当 す る 旨  

３ 分 の １ 以 上 ２ 分 の １ 未 満 、 ２ 分 の １ 以 上 ３ 分 の ２ 未 満 又 は ３ 分 の ２ 以 上  

④ 一 者 応 札 又 は 一 者 応 募 で あ る 場 合 は そ の 旨  

 

（ ３ ） 当 機 構 に 提 供 し て い た だ く 情 報  

① 契 約 締 結 日 時 点 で 在 職 し て い る 当 機 構 Ｏ Ｂ に 係 る 情 報 （ 人 数 、 現 在 の 職 名 及 び 当 機

構 に お け る 最 終 職 名 等 ）  

② 直 近 の 事 業 年 度 に お け る 総 売 上 高 又 は 事 業 収 入 及 び 当 機 構 と の 間 の 取 引 高  

 

（ ４ ） 公 表 日  

契 約 締 結 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 原 則 と し て ７ ２ 日 以 内 （ ４ 月 に 締 結 し た 契 約 に つ い て

は 原 則 と し て ９ ３ 日 以 内 ）  

 

（ ５ ） そ の 他  

当 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ （ 契 約 に 関 す る 情 報 ） に 「 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構

が 行 う 契 約 に 係 る 情 報 の 公 表 に つ い て 」 が 掲 載 さ れ て い る の で ご 確 認 い た だ く と と も に 、

所 要 の 情 報 の 当 機 構 へ の 提 供 及 び 情 報 の 公 表 に 同 意 の 上 で 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は 契 約

の 締 結 を 行 っ て い た だ く よ う ご 理 解 と ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。  

な お 、 応 札 若 し く は 応 募 又 は 契 約 の 締 結 を も っ て 同 意 さ れ た も の と み な さ せ て い た だ

き ま す の で 、 ご 了 知 願 い ま す 。  

 

 

８ ． 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ い て  

 

当 機 構 で は 、 国 よ り 示 さ れ た 「 研 究 機 関 に お け る 公 的 研 究 費 の 管 理 ・ 監 査 の ガ イ ド ラ イ ン

（ 実 施 基 準 ） 」 （ 平 成 １ ９ 年 ２ 月 １ ５ 日 文 部 科 学 大 臣 決 定 ） に 沿 っ て 、 公 的 研 究 費 の 契 約 等 に

お け る 不 正 防 止 の 取 り 組 み を 行 っ て お り 、 取 り 組 み の ひ と つ と し て 、 取 引 先 の 皆 様 に 「 国 立 研

究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 」 （ U R L ： h t t p : / / w w w . f r a . a f

f r c . g o . j p / k e i y a k u / p l e d g e _ r e q u e s t / n o t e _ c o n t r a c t . p d f ） を ご 理 解 い た だ き 、 一 定 金 額 以 上 の

契 約 に 際 し て 、 当 該 注 意 事 項 を 遵 守 す る 旨 の 「 誓 約 書 」 の 提 出 を お 願 い し て い ま す 。  

公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 関 係 書 類 （ ① 公 的 研 究 費 の 不 正 防 止 に か か る 「 誓 約 書 」 の 提 出 に つ い

て 、 ② 国 立 研 究 開 発 法 人 水 産 研 究 ・ 教 育 機 構 と の 契 約 等 に あ た っ て の 注 意 事 項 、 ③ 誓 約 書 ） は 、

入 札 説 明 書 に 添 付 し ま す の で 、 契 約 相 手 方 と な っ た 場 合 は 、 誓 約 書 の 提 出 を お 願 い し ま す 。  

な お 、 当 機 構 の 本 部 、 研 究 所 、 開 発 調 査 セ ン タ ー 、 水 産 大 学 校 い ず れ か １ 箇 所 に １ 回 提 出 し

て い た だ け れ ば 、 当 機 構 内 の 次 回 以 降 の 契 約 で は 再 提 出 す る 必 要 は あ り ま せ ん 。  

 

 

９ . 情 報 処 理 業 務 の 委 任 等 に 係 る 特 記 仕 様 書 に お け る 「 誓 約 書 等 」 の 提 出 に つ い て  

当 機 構 で は 、 「 政 府 機 関 等 サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 対 策 の た め の 統 一 基 準 」 （ 令 和 ４ 年 ７ 月  

４ 日 サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 戦 略 本 部 決 定 。 ） の 趣 旨 を 踏 ま え 、 契 約 相 手 方 と な っ た 場 合 に 特 記

仕 様 書 に 基 づ く 誓 約 書 等 の 提 出 を お 願 い し て い ま す 。  

「 八 代 海 自 動 観 測 ブ イ の 観 測 機 器 設 置 ・ 回 収 ・ 維 持 管 理 ・ 定 期 観 測 等 業 務 」 （ 以 下 、 「 本 契

約 」 と い う 。 ） 特 記 仕 様 書 を ご 理 解 い た だ き 、 以 下 内 容 の 誓 約 書 面 に し て ご 提 出 を お 願 い し ま

す 。  

① 特 記 仕 様 書 第 ３ （ １ ） ・ 第 ４ （ ２ ） ： 本 契 約 に お け る 履 行 体 制 及 び 遵 守 事 項 の 誓 約 に つ い

て  

② 特 記 仕 様 書 第 ８ （ １ ） イ （ ウ ）   ： 本 契 約 に お け る 消 去 状 況 の 報 告 に つ い て  

③ 特 記 仕 様 書 第 ８ （ １ ） イ （ エ ）   ： 本 契 約 に お け る 履 行 完 了 に 伴 う 遵 守 事 項 の 報 告 に つ

い て  

④ 特 記 仕 様 書 第 ８ （ ２ ） ウ      ： 本 契 約 に お け る 個 人 情 報 及 び 要 機 密 情 報 に 係 る 情 報

の 管 理 記 録 の 報 告 に つ い て  

⑤ 特 記 仕 様 書 第 ８ （ ２ ） オ      ： 本 契 約 に お け る 情 報 消 去 承 諾 の 申 請 に つ い て  

⑥ 特 記 仕 様 書 第 ８ （ ２ ） ケ      ： 本 契 約 に お け る 業 務 従 事 者 全 員 へ の 教 育 及 び 研 修 の

実 施 状 況 報 告 に つ い て   

⑦ 特 記 仕 様 書 第 １ ０         ： 本 契 約 に お け る 再 委 託 承 認 申 請 書  



業 務 仕 様 書 
 

１．件  名   八代海自動観測ブイの観測機器設置・回収・維持管理・定期観測等業務 

 

２．業務目的    水産庁委託「令和７年度豊かな漁場環境推進事業」のうち「海域特性

に応じた赤潮・貧酸素水塊、栄養塩類対策推進事業」の実施課題である

「（１）赤潮等による漁業被害への対策技術の開発・実証・高度化 １）

有害赤潮プランクトンの出現動態監視及び予察技術開発並びに赤潮の

発生段階に応じた一連の対策（行動計画）の検討・策定 カ．有明海・

八代海海域 ②八代海」において、熊本県上天草市姫戸町姫戸沖に既設

の「自動観測ブイ」を稼働させ、水温、塩分、クロロフィル蛍光、溶存

酸素、流向流速等の鉛直分布、風向・風速、光量子量、硝酸塩（2 層）

を連続的に観測してデータを取得することとしている。 

本業務では、①自動観測ブイへの観測機器類の設置、回収、及び定期

的な点検・維持管理、②観測データ較正用の試料を得るための定期観測、

③観測機器の携帯電話通信網による観測データの受信、データ処理、ホ

ームページへのリアルタイムアップロード、④ライン観測データの処理、

の４点を実施することを目的とする。 

 

３．業務場所   八代海（熊本県上天草市姫戸町姫戸沖） 

 

４．業務期間   自）契約締結日 

至）令和７年１２月１９日 

作業日程を表１に示す。 

ただし、作業内容、日程等の詳細は気象条件、ブイの稼働状況、関係

機関との協議等により判断するため、当所担当職員（以下、「担当職

員」とする。）より別途指示するものとする。 

 

５．業務内容  

（１）自動観測ブイへの観測機器類の設置・回収・維持管理 

① 共通 

図１、表２に示す観測点（熊本県上天草市姫戸町姫戸沖、北緯 32 度 24.683 分, 東経 

130 度 26.567 分）に設置された自動観測ブイ（図２）を稼働させるため、当所が提供す

る観測機器類を設置し、その後正常に稼働しているか確認・点検を行い、最後に観測機器

類の回収を行う。長期にわたる観測期間中に設置された観測機器類が流失・減失すること

を防止し、航行船舶の安全を図るため、表１に示すように観測期間中に設置・回収を含む

計４回、海上の標識灯、浮体等の点検を行うこと。ブイ本体、及びシンカーに繋がる浮子

（ＣＴ６０Ｋ－１２Ｂ）３個に固定されている標識灯（ゼニライトＬ－３型、太陽電池式、

点灯色：黄色）の点検を行い、標識灯の点灯が確認できない場合や流出が認められた場合

は、予備の標識灯の取付・交換を行うこと。また、標識灯流出防止の安全対策のため、シ

ンカーに繋がる浮子３個の上部に、コンポーズ（外径 47 ㎜、長さ２～３m 程度）、クラン



プ、ロープ等を用いて標識灯を取り付けること（図３）。潜水士２名によりブイの下部及び

係留索の状況を点検し、ブイ及び海面近傍の係留索の付着生物を除去し、必要があれば当

所が支給する固定用シャックル等を交換すること。設置した観測機器の設置状況及び生物

汚損状況を写真撮影し、作業開始時間・終了時間及び作業内容を野帳等（紙媒体、電子媒

体のどちらでも可）に記録すること。なお荒天等により、作業日程に変更が生じる場合は、

事前に担当職員に報告・相談し、作業終了後は作業日の翌日までに担当職員にメールで報

告すること。設置に必要な観測機器類、機器固定用架台等は当所が提供する。予備の標識

灯、標識灯の固定に必要な雑資材（コンポーズ、クランプ等）、及び観測機器等を設置・回

収するために必要な雑資材（固定用ロープ、結束バンド等）は、事前に請負業者が準備す

ること。使用する用船については、当所が指定する漁協等に申請を行い、用船及び潜水士

の費用は請負業者が負担すること。 

② 設置（第１回目） 

 自動観測ブイに、自動昇降装置、多項目水質計、風向風速計、流向流速計、通信装置、

メモリー式光量子計、硝酸塩センサー（２層）の設置を行う。自動観測ブイの通信装置に

よるリアルタイムデータ送信のため、請負業者が事前にデータ受信用のメールアドレスを

準備し、担当職員の指示により通信装置の設定方法を確認した上で、作業日当日に自動観

測ブイ上にてデータを受信できるよう通信装置の設定を行う。硝酸塩センサーは図４に示

す通りに水深 1.5m、５m の２層に設置する。硝酸塩センサーは自動観測ブイの通信装置と

は別の、簡易型通信装置（以降、テレメーターシステムと呼称する）によるリアルタイム

データ送信を行うため、これも請負業者が事前にデータ受信用のメールアドレスを、自動

観測ブイ用とは別に準備し、担当職員の指示により通信装置の設定方法を確認した上で、

作業日当日に自動観測ブイ上にてデータを受信できるよう通信装置の設定を行う。 

③ 定期的な点検・維持管理（第２回～３回目） 

 自動観測ブイにおける自動昇降装置の動作確認を行う。流向流速計と硝酸塩センサーに

ついては、自動観測ブイ上に機器を回収した後、センサー部の生物汚損状況を写真撮影し、

小型のブラシ等を用いて（金属ブラシは用いない）付着生物を除去したのち、清掃後のセ

ンサー部を再び撮影し再設置する。多項目水質計についてはセンサー部を確認し、小型の

ブラシ等を用いて（金属ブラシは用いない）付着生物（バイオフィルム等）を除去し、セ

ンサー部を写真撮影する。また、第 1 回目で設置したメモリー式光量子計を、作業日毎に

当所が貸与するもう 1 台の機種と交換する。交換後、当所が提供する専用ソフトウェア・

インターフェイスにて光量子計内データを読み出し、作業終了後に担当職員へメールにて

提出する。 

④ 回収（第４回目） 

第１回目で設置した観測機器類（メモリー式光量子計、硝酸塩センサー）及び既設の観

測機器類（多項目水質計、流向流速計、自動昇降装置）の回収を行う。回収した観測機器

のうち、メモリー式光量子計、多項目水質計、流向流速計、自動昇降装置については、担

当職員の指示のもと、点検・校正のために製造メーカーへ送付する。硝酸塩センサーにつ

いては、付着物の除去、O リングの交換等の整備点検を行った後に当所に返却する。大型

自動観測ブイの通信装置に登録した請負業者のメールアドレスは削除する。メモリー式光

量子計は回収後、当所が提供する専用ソフトウェア・インターフェイスにて光量子計内デ

ータを読み出し、作業終了後に担当職員へメールにて提出する。なお、観測機器類の発送

費用については、請負業者負担とする。 



 

（２）観測データ較正用の試料を得るための定期観測 

① 多項目水質計による鉛直観測及び各層採水 

図１と表１に示す観測点、観測日時において、当所が提供する鉛直観測用の多項目水質

計（JFE アドバンテック社 AAQ-RINKO175 型等）により水質の鉛直観測を行うと同時に採水

を行い、分析用試料を得る。塩分、クロロフィル、懸濁物質については水深 ０、２、５、

10m 層、栄養塩については水深 1.5、５m 層にて採水を行う。 

② 分析用試料の処理 

採取した分析用試料を以下の方法により処理する。なお、分析用試料の処理に必要な資

材は当所が提供する。 

 塩分：容量 250ml の細口ポリ瓶に試水を採取し、常温で保管する。 

 クロロフィル：容量 2000ml の広口ポリ瓶に試水を採取し、直ちに暗所・冷蔵保管する。

採取後できるだけ速やかに、試水 100～200mlをグラスファイバー製ろ紙(Whatman GF/F、

直径 25 ㎜)で濾過し、N,N-ジメチルホルムアミド（12ml）を入れたチューブに入れて、

冷凍保管（マイナス 25℃以下）する。 

 懸濁物質：クロロフィル分析用と同じ試水 500～1000ml を秤量済みのメンブレンフィル

ター（Millipore HA、直径 25 ㎜）で濾過し、蒸留水で２回洗浄した後に、フィルター

ケースに入れて冷凍保管（マイナス 25℃以下）する。 

 植物プランクトン：容量 2000ml の広口ポリ瓶に試水を採取し、直ちに暗所で常温保管す

る。 

 栄養塩：採水後すぐに（船上で）シリンジフィルター（0.45μm）で約７～８ml を濾過

し、10ml の栄養塩用容器に入れ冷蔵保存する。これを３本ずつ（計６本）行い、帰港

後直ちに冷凍保管（マイナス 25℃以下）する。 

 

各日程の定期観測終了後、処理した各分析用試料のうち植物プランクトンは観測の翌日ま

でに、それ以外の試料は４回目の機器回収後にまとめて下記送付先住所へ送付し、その旨を

当所等にメール等にて連絡すること。なお、試料発送費用については、請負業者負担とする。 

（試料送付先住所） 

〒851-2213 長崎県長崎市多以良町 1551-8 

国立研究開発法人水産研究・教育機構水産技術研究所 

環境・応用部門 沿岸生態システム部 有明海・八代海グループ 

③ 鉛直観測データの処理 

①の多項目水質計による鉛直観測データは、請負業者が準備するパーソナルコンピュー

タに、当所が支給するデータ通信ソフトによってデータを収容し、当所が支給するデータ

処理ソフト（図５）により鉛直 0.1m ピッチで平均化処理するとともに、観測点の緯度・経

度、使用した観測機器のシリアル番号等を付してファイル（CSV 形式）を整理すること。

このデータファイルを当所が管理する「沿岸海域水質鉛直データベース（非公表）」（図６）

を用いてデータベースファイルを作成し、既存のデータベースファイル（拡張子：mdb）を

更新すること。データベースファイルは請負業者が契約したデータサーバー（容量 100GB

以上。６月中旬までに準備し、担当職員がアクセスできるよう設定すること。）に保管する。

観測データの処理及びデータベースファイルの更新は、観測日の翌日までに行うこと。 

 



（３）観測機器の携帯電話通信網による観測データの受信、データ処理、ホームページへ

のリアルタイムアップロード 

① 観測データの受信 

自動観測ブイに設置されている多項目水質計、風向風速計、流向流速計により 60 分間隔

で測定された観測データは、自動観測ブイに既設されている通信装置によりメールにて送

信される。また硝酸塩センサーで測定された観測データは、自動観測ブイの通信装置とは

別の通信装置（テレメータ―システム）にて 30 分間隔で送信される。これら自動観測ブイ

及び硝酸塩センサーの観測データを、請負業者が（１）②で準備したデータ受信用のメー

ルアドレス（自動観測ブイ用と硝酸塩センサー用の２つ）で請負業者が受信する（図７）。

データ受信用のパーソナルコンピュータは請負業者が準備・設定し、テキスト形式が受信

できるメールソフトを使用すること。 

② データ処理 

請負業者が準備したデータ受信用パーソナルコンピュータに、当所のデータ処理プログ

ラム「大型自動観測ブイの多層データ用及び気象データ用」（図８）をインストールするこ

と。自動観測ブイについては、（３）①のメールから、担当職員が指定する必要なデータ（風

向・風速、流向・流速、水温、塩分、溶存酸素、クロロフィル蛍光、濁度、硝酸塩等）を

請負業者が整理し、当所のデータ処理プログラム（図８上）を用いて Microsoft Access の

データベースファイル（拡張子：mdb）（図９）を自動作成するように設定すること。この

データベースファイルから当所のデータ処理プログラム（図８下）を用いて図・表を作成

すること。 

また、データベースファイルは、請負業者が準備するデータサーバー（（２）③と共有）

に保管し、担当職員がリアルタイムでアクセスすることができるようにすること。 

③ ホームページへのリアルタイムアップロード作業 

（３）②で作成した図・表を、当所が指定するウェブサーバーへ請負業者が作成したプ

ログラムにより自動アップロードさせ、当所のウェブサイト「八代海水質連続観測」をリ

アルタイムで更新すること。 

④ データ受信状況及び観測状況の監視 

請負業者においては、（３）①～③によりデータ受信及び観測状況を監視し、平日（営業

日）は 1 回以上メールの未着や内容の不具合等を監視し、記録すること。通信不良や観測

データの異常等がある場合には、直ちに担当職員にメール、電話等により報告するととも

に、異常の原因を検討し、その回復に必要な処置を行うこと。 

 

（４）ライン観測データの処理 

自動観測ブイの観測期間中（５～９月）、八代海海域で毎週１回、熊本県水産研究センタ

ー、鹿児島県水産技術開発センター、及び東町漁業協同組合が持ち回りとなって、多項目

水質計（JFE アドバンテック社 AAQ-RINKO175 型等）によるライン観測が行われる（図 10）。

また有害赤潮プランクトンが発生した場合、ライン観測に加えて各機関による自主観測が

行われる（２週間程度、毎日、８測点ほど）。これら各機関によるライン観測、自主観測に

よって観測された多項目水質計の鉛直観測データを、担当職員が各機関より収集し、メー

ルにて請負業者へ送信する。請負業者はメールを受信した後、当所が支給するデータ処理

ソフト（図５）により鉛直 0.1m ピッチで平均化処理し、観測点の位置情報、使用した観測

機器のシリアル番号等を付してファイル（CSV 形式）を整理すること。このデータファイ



ルを当所が管理する「沿岸海域水質鉛直データベース（非公表）」（図６）を用いてデータ

ベースファイルを作成し、既存のデータベースファイル（拡張子：mdb、（２）③と共有）

を更新すること。データベースファイルは請負業者が契約したデータサーバー（（２）③と

共有）に保管すること。観測データの処理及びデータベースファイルの更新は、データ受

信日の翌日までに行うこと。また更新されたデータベースファイルを用いて、担当職員が

作成した図を、当所が指定するウェブサーバーへアップロードし、ウェブサイト「八代海

における水質の鉛直観測」を更新すること。 

 

６．成果品 

（１）成果品 

連続観測の実施状況、機器の維持管理状況、連続観測データ、補正された連続観測

データ、定期観測野帳、試料一覧表等、全てのファイルを電子媒体（DVD-ROM 等）に

保存し、１部を提出する。なお、電子媒体での納品の際は、納品前にウイルスチェッ

クを実施すること。 

（２）提出場所 〒851-2213 長崎県長崎市多以良町 1551-8 

国立研究開発法人水産研究・教育機構水産技術研究所  

（３）提出期限 令和７年１２月１９日 

 

７．その他  

（１）詳細については担当職員の指示に従うこと。 

（２）本業務における観測機器類からのデータ受信や請負業者が契約するサーバー類、当

所から貸し出すソフトウェア・インターフェイス等に係る情報処理等業務について

は、別添：国立研究開発法人水産研究・教育機構における情報処理業務の委任等に

係る特記仕様書に従うこと。 

（３）本業務における観測機器類からのデータ受信や請負業者が契約するサーバー類、当

所から貸し出すソフトウェア・インターフェイス等に係る情報処理等業務について、

当機構がサプライチェーン・リスクに係る懸念が払しょくされない部分があると判

断した場合には、当所と迅速かつ密接に連携し、代替品の候補となる対象物品等を

検討すること。 

 

  



表１．作業日程（観測機器等の維持管理及び定期観測の日程） 

 年月日 月齢 作業内容 

作業工程数 

作業船

（隻） 

潜水士

(人） 

船上作業員

(人） 

第 1 回目 2025/6/3 7.0 機材設置･定期観測 1 2 4 

第２回目 2025/7/3 7.7 維持管理･定期観測 1 2 2 

第３回目 2025/8/1 7.3 維持管理･定期観測 1 2 2 

第４回目 2025/9/30 8.3 定期観測･機材回収 1 2 4 

計  4 8 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．八代海の観測点（自動観測ブイ設置点） 

観測点名 
北緯 東経 

度 分 度 分 

姫戸沖ブイ 32 24.683  130 26.567  

 

 

 

 

 

 

 

図１．八代海の観測点（自動観測ブイ設置点） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．浮子（ＣＴ－６０Ｋ－１２Ｂ）に施す加工。右がシンカー側。 

 

  

 

図２．八代海に設置した自動観測ブイ（観測点：姫戸沖ブイ） 

光量子計  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．硝酸塩センサーの設置方法。1.5m は治具によりブイの側面に固定する（上図）。５m

は、ロープ等を用いて垂下する（下図）。通信装置はブイ上に動かないようにロープ

等で固定する。 

 

  



 

 

 
図５．鉛直データ処理ソフトの画面 

 

 

 
図６．沿岸海域水質鉛直データベースの画面 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．メールで送付されるデータの例。 



 

図８．自動大型観測ブイ用データ処理プログラムの画面（多層データ） 

上：設定画面、下：図画面 

 

 

図９．データベースファイル（Microsoft Access 形式、拡張子 mdb） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10．熊本県水産研究センター、鹿児島県水産技術開発センター、 

     及び東町漁業協同組合によるライン観測の観測点（図中赤丸）。 

 

 

 



国立研究開発法人水産研究・教育機構における 

情報処理業務の委任等に係る特記仕様書 

 

国立研究開発法人水産研究・教育機構（以下「機構」という。）から情報処理業務の委任

等を受けた請負者（以下「請負者」という。）は、契約書及び仕様書等に定めのない事項に

ついて、この国立研究開発法人水産研究・教育機構における情報処理業務の委託等に係る特

記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に定める事項に従って契約を履行しなければなら

ない。 

 

第１ 情報セキュリティポリシーを踏まえた情報処理業務の履行  

請負者は、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」（令和５年７

月４日サイバーセキュリティ戦略本部決定。以下「統一基準」という。）の趣旨を踏まえ、

以下の事項を遵守しなければならない。 

 

第２ 定義 

この特記仕様書において使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによるほか、

統一基準による。 

（１） 個人情報 「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成１

５年法律第５９号）第 2 条第 2 項に規定する個人情報及び「行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年法律第２７号）

に規定する個人番号をいう。 

（２） 要機密情報 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法

律第１４０号第５条各号における不開示情報に該当すると判断される蓋然性の高

い情報を含む情報をいう。 

（３） 業務 機構の保有する個人情報及び要機密情報をコンピュータ等により処理する

情報処理業務であって、業務の一部又は全部について、契約をもって機構外の者に

実施させることをいう。委任、準委任、請負等の契約形態を問わないものとする。 

（４） 契約目的物 仕様書等で機構が指定する物件をいう。 

（５） 成果物 契約目的物の仕掛品及び契約履行過程で発生した出力帳票及び電磁的

記録物等をいう。 

（６） 機構からの貸与品等 この契約に基づく業務を処理するため、機構が貸与する原

票、資料、その他貸与品等及びこれらに含まれる個人情報等並びに要機密情報をい

う。承諾を得て複写あるいは複製したものを含むものとする。 

 

第 3 業務の実施体制 

（１） 請負者は、契約締結後直ちに業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業務



に関する責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記

仕様書を遵守し業務を請け負う旨の誓約を書面にし、機構に提出すること。 

（２） (１)の事項に変更が生じた場合、請負者は速やかに変更内容を機構に提出するこ

と。 

 

第 4 業務従事者への遵守事項の周知 

（１） 請負者は、この契約の履行に関する遵守事項について、業務従事者全員に周知徹

底し、遵守させること。 

（２） 請負者は、(１)の実施状況を書面にし、機構に提出すること。 

 

第 5 情報の保持と目的外使用の禁止 

請負者は、この契約の履行により知り得た個人情報、要機密情報、契約目的物及び成果

物を第三者に提供してはならない。また、他の用途に使用してはならない。 

 

第 6 複写及び複製の禁止 

請負者は、機構からの貸与品等を機構の承諾なくして複写及び複製をしてはならない。

なお、承諾を得て複写あるいは複製したものについても、第 5 の規定を遵守すること。 

 

第７ 作業場所以外への持出禁止 

請負者は、機構が指示又は承認する場合を除き、機構からの貸与品等について、第 3(１)

における作業場所以外へ持ち出してはならない。 

 

第８ 情報の保管及び管理 

請負者は、業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、業務の実施に当たって

以下の事項を遵守しなければならない。 

(１) 全般事項 

ア 契約履行過程 

(ア) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。 

ａ 業務を実施する施設等の入退室管理 

ｂ 機構からの貸与品等の使用及び保管管理 

ｃ 契約目的物、成果物の作成、使用及び保管管理 

ｄ その他、仕様書等で指定したもの 

(イ) 機構から(ア)の内容を確認するため、業務の安全管理体制に係る資料の提出を

求められた場合は直ちに提出すること。 

イ 契約履行完了時 

(ア) 機構からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに機構に返還すること。 



(イ) 契約目的物の作成のために、業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及び電

磁的記録媒体等一切の有形物）（以下「記録媒体」という。）については、契約履

行完了後に記録媒体上に含まれる当該業務に係る情報を全て消去すること。 

(ウ) (イ)の消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去方

法及び消去日を明示した書面で機構に報告すること。 

(エ) この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告すること。また、あらかじめ

機構の承諾を得て、再委託を行った場合は再委託先における状況も同様に報告

すること。 

ウ 契約解除時 

イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。 

エ 事故発生時 

契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び

機構からの貸与品等の紛失、滅失及び毀損等の事故が生じたときには、その事故の発

生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく機構に報告し、機構

の指示に従うこと。 

（２） 個人情報及び要機密情報の取扱いに係る事項 

機構からの貸与品等、契約目的物及び成果物に含まれる情報で既に公知の情報、機

構から請負者に提示した後に請負者の責めによらないで公知となった情報、及び機

構と請負者による事前の合意がある情報は、要機密情報に含まれないものとする。個

人情報及要機密情報の取扱いについて、請負者は、以下の事項を遵守しなければなら

ない。 

ア 個人情報及び要機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退

室管理の可能な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び要機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、

台帳等を設け個人情報及び要機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 機構から要求があった場合又は契約履行完了時には、イの管理記録を機構に提出

し報告すること。 

エ 個人情報及び要機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対策

を講じること。 

オ (１)イ(イ)において、個人情報及び要機密情報に係る部分については、あらかじめ

消去すべき情報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により機構に申し出て、

機構の承諾を得たうえで消去を行うこと。 

カ (１)エの事故が、個人情報及び要機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合

は、漏えい、滅失、毀損した個人情報及び要機密情報の項目、内容、数量、事故の発

生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく機構に報告し、機構

の指示に従うこと。 



キ カの事故が発生した場合、請負者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点

から、機構に可能な限り情報を提供すること。 

ク (１)エの事故が発生した場合、機構は必要に応じて請負者の名称を含む当該事故に

係る必要な事項の公表を行うことができる。 

ケ 業務の従事者に対し、個人情報及び要機密情報の取扱いについて必要な教育及び

研修を実施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて機構に提出

すること。 

コ その他、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日号外法律第 57 号）に

従って、本業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 

第９ 機構の施設内での作業 

（１） 請負者は、業務の実施に当たり、機構の施設内で作業を行う必要がある場合には、

機構に作業場所、什器、備品及び通信施設等の使用を要請することができる。 

（２） 機構は、(１)の要請に対して、使用条件を付した上で、無償により貸与又は提供

することができる。 

（３） 請負者は、機構の施設内で作業を行う場合は、次の事項を遵守するものとする。 

ア 就業規則は、請負者の定めるものを適用すること。 

イ 請負者の発行する身分証明書を携帯し、機構の指示があった場合はこれを提示す

ること。 

ウ 請負者の名称入りネームプレートを常に着用すること。 

エ その他、(２)の使用に関し機構が指示すること。 

 

第 10 再委託の取扱い 

（１） 請負者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託

を行う旨を書面により機構に申し出て、機構の承諾を得なければならない。 

（２） (１)の書面には、以下の事項を記載するものとする。 

ア 再委託の理由 

イ 再委託先の選定理由 

ウ 再委託先に対する業務の管理方法 

エ 再委託先の名称、代表者及び所在地 

オ 再委託する業務の内容 

カ 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び要機密情報について明記す

ること。） 

キ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、要機密情報、記録媒体の保管及び管

理体制について明記すること。） 

ク 再委託先が第１及び第３から第９までに定める事項を遵守する旨の誓約 



ケ その他、機構が指定する事項 

（３） 第１及び第３から第９までに定める事項については、請負者と同様に、再委託先

においても遵守するものとし、請負者は、再委託先がこれを遵守することに関して

一切の責任を負う。 

 

第 11 実地調査及び指示等 

（１） 機構は、必要があると認める場合には、請負者の作業場所の実地調査を含む請負

者の作業状況の調査及び請負者に対する業務の実施に係る指示を行うことができ

る。 

（２） 請負者は、(１)の規定に基づき、機構から作業状況の調査の実施要求又は業務の

実施に係る指示があった場合には、それらの要求又は指示に従わなければならな

い。 

（３） 機構は、(１)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとし、請負者は、

再委託先にその承諾を得ておかなければならない。 

 

第 12 情報の保管及び管理等に対する義務違反 

（１） 請負者又は再委託先において、第３から第９までに定める情報の保管及び管理等

に関する義務違反又は義務を怠った場合には、機構は、この契約を解除することが

できる。 

（２） （１）に規定する請負者又は再委託先の義務違反又は義務を怠った場合には、機

構は、これらの行為を差し止めることができる。 

（３） (１)に規定する請負者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことによって機

構が損害を被った場合には、機構は請負者に損害賠償を請求することができる。機

構が請求する損害賠償額は、機構が実際に被った全ての損害額とする。 

 

第 13 存続 

第 5、第 6 及び第 12 の規定は、本契約の解除または期間満了による終了後も存続するも

のとする。 


